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1 事業の成果
0 令和 2年度は、個人・企業からの寄付によつて、インド、東ティモール、エスワティニにおいてウ

ォーターエイ ドが実施する水・衛生プロジェクトをサポー トした。また、令和 2年 5月 より、新型
コロナウイルス感染症対応募金を呼びかけ、ウォーターエイ ドが、アジア、アフリカ、中南米等26

か国で実施する正しい手洗い方法の促進・手洗い設備の設置等、新型コロナウイルス感染症に対応

した水・衛生プロジェクトをサポー トした。

・  開発途上国における新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐために、手洗い含む水・衛生が重要であ

ること、また、将来的なパンデミックを防ぐためにも水・衛生のさらなる取り組み強化が必要であ

ることをメディアや団体ウェプサイ ト、講演等で積極的に発信した。

・  公益社団法人ACジャパンの支援を受けて、世界の水・衛生問題について関心喚起するための広報活

動に注力した。小学校～大学等11か所で出前授業を実施したほか、11月 の世界 トイレの日、3月 の世

界水の日にオンラインセミナーを開催した。また、墨田区主催の水の循環講座の企画運営を担当し

た。

2 事業の実施に関する事項
1 る

事業費
(千円)

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益

対象者
範囲

受益
対象者
人数

定款に記載
された
事業名

4月

～3月
法人事務

所

1名
ソーシャル

メディアの

フオロワー・

メールマガ
ジン購読

者

メディア読
者0視聴者

6899人

3629人

多数

【広報】
メディア、メールマガジン、ウェ

ブサイト、ソーシャルメディア、

会報誌等を通じて途上国の

水・衛生について情報発信し

た。

4月

～3月
東京、

法人事務

所

2名
当該小中

学校・高校
の生徒、大

学の学生、
市民

糸句550

人

【開発教育】
小・中学、高校、地域等 11か

所で出前授業を実施した。

途上国の

水・衛生に

関心のある

市民

水循環に

関心のある

市民

80人

のベ

132人
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【イベント】
世界トイレの日、世界水の日に
オンラインセミナーを実施し、
水・衛生に関する関心を高め

た。

墨田区より委託を受け、墨田

区主催水の循環講座の企画・

運営を担当。ワークショップ・セ

ミナーを6回開催した。

11月 19

日、3月

19日

9月 ～ 1

月

法人事務

所

東京都墨

田区

2名

1名

世界の水・衛

生問題につい

て関心喚起を

するための情

報発信



世界の水・衛
生問題に関す
るアドボカシ
ー・政策提言

GI1/1Dlに関する外務省/NGO
定期懇談会等の機会に、新型
コロナウイルス感染症対応とし
て水・衛生への取り組み強化を

発信した。

日本の衛生分野の ODAの傾

向や事例について調査し、レ

ポートを作成した。

4月

～3月 所

法 人

所および

インド、東
ティモー

ル 、エ ス

ワテ ィニ

他活動国

26か国

1名 水・衛生の

アクセスが

ない途上

国の人々

多数 5,957

途上国におけ

る井戸建設、ト

イレ建設、衛生

教育などの水・

衛生事業、お
よびそのため
の募金活動

寄付金によつて、インド、東ティ
モール、エスワティニの水・衛
生プロジェクト(下記)をサポー

トした。
・インドアンドラ・プラデシュ州
チットゥール県 地下水保全・

給水設備整備プロジェクト
・インドマディヤ・プラデシュ州
ディンドリ県 給水設備整備プ
ロジェクト
・インドオディシャ州デバガル

県給水設備整備プロジェクト
・東ティモール リキシャ県・マ

ヌファヒ県 新型コロナウイルス

感染症対応水・衛生プロジェク

ト
・エスワティニ ホホ県ムポフコ

ミュニティ安全な水へのアクセ
ス改善プロジェクト

寄付金によつて、活動国 26か
国における新型コロナウイルス

感染症対応プロジェクト(下記)

をサポートした。
・メディア等を用いた正しい手

洗いや咳エチケット等予防策
の促進
・保健医療施設やバスターミナ
ル、市場等への手洗い設備の

設置

4月

～3月

2名 インド

東ティモー

ル
エスワティ

他活動国
26か国

約

19,000

人

95,317

水・衛生事業のための募金活

動に取り組んだ。

4月

～3月
法人事務

所および

東京

2名 水・衛生の

アクセスが

ない途上

国の人々

多数

2 0 千

日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容

物品の販売事
業

本年度は実施せず

関薩蚕E笙菌 本年度は実施せず



令和 2年度  活動計算書

令和 2年 4月 1日 から令和 3年 3月 31日 まで

― エ ジ パ こ/

金 額科
ロロ

30.000

174,615,076

278
304,906

1.900.000

1.371.000
50

30,000

174,615,076

2,205,184

1.371.050

11,877,938
1,704,444

13.582.382
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3.264.960

130,681,661

42,183,361
70,000

42,113,361
688

581952.049

水道光熱費
旅費交通費
備品消耗品費
地代家賃
保険料
租税公課
支払手数料
支払報酬
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

コピー印刷費

受取会費
正会員受取会費
受取寄附金
受取寄附金

Π

(2)

法定福利費
人件費計
その他経費
水衛生事業協力費
外注費

通信費
荷造運賃
水道光熱費
旅費交通費

費備品消耗品
地代家賃
保険料
租税公課

翻

費
費
手

会
修
払

諸
研
支
支払報酬
その他経費計

事業費計
2

2

1

I 経常収益

3 事業収益
広告事業収益
講演事業収益
委託事業収益

4 その他収益
受取利息
雑収入

経常収益計
経常費用
1 事業費

(1)人件費
給料手当

管理費
(1)人件費

給料手当
法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
外注費
コピー印刷費
通信費
荷造運賃



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 2年度 貸借対照表

令和 3年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人ウォーターエイ ドジャパン

(単位 :円 )

科
日
日 金 □

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

未収収益

前払費用

仮払金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

長期前払費用

敷金

保証金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

預 り金

未払法人税等

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部・

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

60,763,655

1,900,000

187,000

49,616

62,900,271

1,797

355

5,745,

5,745,

16,838,688

42,113,361

58,952,

109,084

1,683,000

5,000

1,797ド 084

5,104,253

571,053



令和 2年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人ウォーターエイ ドジャパン

重要な会計方針
計算書類の作成は、NЮ法人会計基準 (2010年7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 MЮ法人会計基準協議会):こよって

います。

(1)固定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づいて、有形固定資産は定率法で、無形固定資産は定額法で償却しています。

(2) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込経理方式によつています。

2.事 業別損益の状況

使途等が制約された寄付金等の内訳
使途等が制約された寄付金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は下記の通りです。
当法人の正味財産は田,952,049円 ですが、そのうち1,547,798円 は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は57,404,251円 です。

4.固 定資産の増減内訳

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事
項

事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、人件費については従事割合、その他の経費については使用割合
に基づき接分しています。

5

口心喚起のための情僣
発信事業 ”襲
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ア 途上目における水備生
事■および藤金活動 事業部門計 管理部門 合計科 目
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16,877,585
2,204,906

52.920
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1.371.050

19_135.411 159.085. 178.221.312.232.326 25,500 16,877,58
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299,826
1.298.000

15,762,787
88,123,097
1,559,529
1,697,716
818,809
135,036
172,939
719,971

3,553,000
270,690

9,942
162,000
30,900

5,455,924
1,891,899
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5.956.911 95.317.000 130.681.661 5.356.288 136,037,94929,407,7`

42.183.361△ 5ィ 931.411 △ 111,546,250

1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.事業収益
4。 その他収益
経常収益計

Π 経常費用
(1)人件費

給料手当

人件費計
(2)その他経費

水衛生事業協力費
外注費
コピー印刷費
通信費
荷造運賃費
水道光熱費
旅費交通費
備品消耗品費
地代家賃
保険料
租税公課
諸会費
研修費
支払手数料
支払報酬
・
その他経費計

経常費用計

法定福利費
福利厚生費

備 考内 容 期首残高
翌期 に使 用 予定1.547,7986.921.5851    5.373.7871

合 計 1,547,76,921,5851    5,373,7871

科 目 取得 減少

109,084

1,683,000
5.000

296,084

1,683,000

5.000

187,000 109,084

1,683「 000

5,000
1.984.084 187.0( 1.797.084 1,797,084

有形固定資産
無形固定資産

投資その他の資産

長期前払費用
敷金
保証金

合計

△27.175.423



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 2年度  財産目録

令和 3年 3月 31日現在

特定非営利活動法人ウォーターエイ ドジャパン

(単位 :円 )

科
日

【 金 □

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

現金

新生銀行普通預金

ゆうちょ銀行普通預金

ゆうちょ銀行当座預金

未収収益

墨田区水の循環講座実施運営委託

前払費用

本間鋼業線 ネL金

仮払金
‐
流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

長期前払費用

本間鋼業腑 ネL金

敷金

本間鋼業腑

保証金

輸大阪エルシーセンター

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

3月 分給料

経費未払分

預 り金

源泉所得税

社会保険料

住民税

未払法人税等

令和 2年度法人住民税均等割

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

11,
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26,233,
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1,900,
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5,745,306

58.952.049



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 J層曹篇糖出嘲膳
=騒

:ξぷ:霜
=潔

‰釧潔糊
所並

特定非営利活動法人ウォーターエイ ドジヤパン

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

□
。監事

□ ・監事

□ ・監事

コテ
゛
ラ  キヨシ ,令和2年 4月 1日 年  月  日

令和3年3月 31日 年  月  日小寺 清

９

一

タマイ  タカアキ 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年玉井 孝明

3

フマ  ケンシ
゛

令和2年 6月 28日

令和3年 3月 31日

年  月 .日

年  月  日夫馬 賢治

4 □ ・監事

t.xr tt)a 令和2年 4月 1日

令和3年3月 31日

年 月

月

日

日年安江 真理子

5 □ ・監事

ヤマムラ ヒロシ

山村 寛

ワニ アキヒロ

和仁 亮裕

令和2年6月 28日

令和3年3月 31日

年

年

月

月

日

日

6 国
。監事

令和2年6月 28日

令和3年3月 31日

年  月  日

年  月  日

７

１ 理事・匡ヨ
イワモト  マサコ 令和2年6月 28日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年岩本 昌子

ａ
ё □ ・監事

タキサ
゛
ワ  サトシ 令和2年4月 1日

令和2年6月 28日

年  月  日

年  月  日滝沢 智

Ｑ

′ □ ・監事

7ir"t 
"+l

令和2年4月 1日 年 月 日

月令和2年6月 28日 年 日赤羽 真紀子

10 □ ・監事

ハシモト  シ
゛
ュンシ

゛
令和2年 4月 1日

令和2年6月 28日

年  月  日

年 月 日橋本 淳司



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

ワニ アキヒロ
11 理事・匡ヨ

和仁 亮裕

令和2年4月 1日

令和2年6月 28日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人ウォーターエイ ドジャバン

氏   名 住 所 又 は 居 所

＼

堀江 良彰

2 柴田 裕子

3 小竹 琴

4 小林 麗子

5 児島 淳

6 児島 倫子

7 後藤 雅弘

8 木村 直子

9 鈴木 広光

10 鈴木 郁

11 山村 宏江

12 平澤 恵介


